
◆調査対象期間は，平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日の１年間です。
（この期間で記入が困難な場合は，この期間に最も近い決算期等で記入しても差し支えありません。）

◆調査票に記入する金額は，可能な限り消費税を含まず（税抜きで）記入して下さい。
◆別紙「記入の手引き」を良く読んで下さい。

人
＊調査対象期間の末日現在の人数 （内） から

まで

Ａ. Ｂ. Ｃ. Ｇ. Ｈ.

Ｆ. 合計
（１） （２） （３） （４） 小計

自店内製造 本・支店間移動 生産業者 商業者その他 (1+2+3+4) （D+E+F） （万円） （万円）

％ ％ ％ ％ ％ ％

30 20 50
％ ％ ％ ％ ％ ％

10 10 20 50
％ ％ ％ ％ ％ ％

5 5 20 30
％ ％ ％ ％ ％ ％

10 10
％ ％ ％ ％ ％ ％

0 75
％ ％ ％ ％ ％ ％

50 10 5 5 70 5

概算で差し支えありませんので必ず記入して下さい

…上表と同じ商品名及び品目コードを記入して下さい。

Ｉ． Ｊ． Ｋ．

Ｍ． Ｎ．

（１） （２） （３） （４） （５）

本・支店間移動 卸売業者 小売業者 産業用使用者 一般消費者

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

57 13 5 25
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

35 6 15 14 30
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

50 20 20 10
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

80 20
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

12 73 10 3 2
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

35 35 5 13 7 5
規模区分 本店・支店

１）卸 売 業 ２）小 売 業

事業所番号

備 考 欄

％

％

％

％

％

88

80

90

25

％

56

75
％

％

95

％

30

70

90

25

％

％

50

％

販 売 先 別 割 合

商 品 名
小計

(1+2+3+4+5)

Ｌ． 県内への販売 合計

県外への販売 国外への販売

100%

合 計

そ の 他

100%

100%

100%

事 業 所 名 称 本
票
作
成
担
当
者

所属部課名
調査票に記入した決算期等の期間

100%

年間販売額

年間仕入額・販売額の税別

事業所の所在地 職 ・ 氏 名

100%

（指定品目名） （万円） （L+M+N）

100%

合 計

そ の 他

100%

100%

100%

100%

100%

期首手持額商 品 名 年間仕入額

国外からの仕入

めん類
0 0

茨城県規則第79号
昭和56年7月23日

期末手持額

１ 部

平成１８年 ８月３１日（月）提 出 期 限

提 出 部 数

（該当する方に○を付けて下さい）

事業所の従業者数 電 話 番 号

品目
コード

仕 入 先 別 割 合

Ｄ. 県内からの仕入れ

（指定品目名） （万円）
県外からの仕入

提 出 ・照 会 先

〒３１０－８５５５ 水戸市笠原町９７８番６

茨城県企画部統計課企画分析グループ

ＴＥＬ：０２９－３０１－２６４２（直通）
総 務 省 届 出 済

１．商品の仕入額 …付表「茨城県物資流通調査品目表」を参照して，該当する商品名を仕入額の多いものから順に５位まで記入して下さい。この際，商品名に対応する品目コードを必ず記入して下さい。

Ｅ.

平成 年 月 日

消費税を
含んでいる

消費税を
含んでいない本 店 ・ 支 店 の 別 （ ○ を 付 け て 下 さ い ） 事業の形態（○印を付けて下さい） 平成 年 月 日

１） 単 独 店 ２） 本 店 ３）支店（県内本店） ４）支店（県外本店）

1 0 0

5 0 0 0

3 0 0 0

1 0 0 0

5 0 0

2 5 0 0

2 2 0 0 0

8 5 0 0

7 8 0 0

4 0 0 0

1 2 0 0

1 5 0 0

3 0 0 0

2 6 0 0 0

品目
コード

２．商品の販売額

そう菜・すし・弁当

0 1 9

0 4 1

0 0 9

0 3 5

0 2 3

0 4 1

0 0 9

農産保存食料品（除びん・かん詰）

0 3 5

0 2 3

0 1 9

農産保存食料品（除びん・かん詰）

めん類

茶・コーヒー

乳製品

そう菜・すし・弁当

茶・コーヒー

乳製品

5 0 0 0 7 0 0 0

3 0 0 0 1 0 0 0

1 0 0 0 5 0 0

0 0

1 5 0 0 7 0 0

1 0 0 0

提出用・控え用・予備用

御協力ありがとうございました。この調査の記載内容（申告者の秘密）は，茨城県統計調査条例に基づき，固く守られます。

0 0

茨 城 県 物 資 流 通 調 査

【 商 業 調 査 票 】

1 0

「Ｌ．県内への販売」内訳（１）～（５）の考え方

秘

「１．商品の仕入額」

「Ａ．品目コード」，「Ｂ商品名（指定品目名）」
貴事業所で取り扱った仕入れ商品について，仕入額の多いものから上位５位までを記入して下さい。
なお，コード及び商品名については，別添「品目表」を御参照下さい。

「Ｃ．年間仕入額」
貴事業所の平成17年（1/1～12/31）１年間における各品目ごとの仕入額を記入して下さい。

※単位：万円（単位未満は四捨五入）
仕入額には，貴企業内の他事業所から帳簿上の振り替えにより送られてきた商品や貴事業所内で

製造された商品も含めた額として下さい。

「Ｄ．県内での仕入」
「Ｃ．年間仕入額」のうち，県内の事業所から仕入れた部分を割合（％）で記入して下さい。
なお，県内の事業所は，更に以下の４つに区分して下さい。
仕入内訳が明確でない場合も，作成者の経験に基づき，可能な限り推定をお願いします。

(1)自店内製造 …貴事業所が製造した商品部分。
この場合は製造原価を仕入額とみなして下さい。→右図[イ]

(2)本・支店間移動…同一企業の他事業所（本店・支店・工場等）で製造した商品を仕入れた部分
（帳簿上の商品振り替え）→右図[ロ]

※本・支店のいずれかが県外に所在する場合には，この欄ではなく，Ｅ欄に記入して下さい。

(3)生産業者 …県内に所在する生産業者から直接仕入れた部分 →右図[ハ]
原材料等を下請企業等に支給し，委託加工させた部分もこれに含めて下さい。
この場合の仕入額は，支給原材料費＋支払加工賃とします。→右図[ニ]

(4)商業者・その他…卸売業者・小売業者から仕入れた部分→右図[ホ]
また，次のような場合もこれに含めて下さい。

・生産業者直営の販売事業所＊から仕入れた場合→右図[ヘ]
＊企業内の営業部門として機能している本店・支店等

・一般家庭等から古紙，空き缶，鉄くず等を購入した場合→右図[ト]

「Ｅ．県外での仕入額」，「Ｆ．国外での仕入額」
「Ｃ．年間仕入額」のうち，県外及び国外事業所から仕入れた部分を割合（％）で記入して下さい。
なお，県内（Ｄ）・県外（Ｅ）・国外（Ｆ）を合算すると１００％になる点に御留意ください。

「２．商品の販売額」

「Ｉ．品目コード」，「Ｊ．商品名（指定品目名）」
上記「１．商品の仕入額」のＡ・Ｂ欄と同じものを記入して下さい。

「Ｋ．年間販売額」
貴事業所の平成17年（1/1～12/31）１年間における各品目ごとの販売額を記入して下さい。

※単位：万円（単位未満は四捨五入）
貴企業内の他事業所から帳簿上の振り替えにより送った商品についても，販売額に含めて下さい。

「Ｌ．県内での販売」
「Ｋ．年間販売額」のうち，県内の事業所へ販売した部分を割合（％）で記入して下さい。

なお，県内の事業所は，更に以下の５つに区分して下さい。
販売先内訳が明確でない場合も，作成者の経験に基づき，可能な限り推定をお願いします。

(1)本・支店間移動…同一企業の他事業所（本店・支店・工場等）で製造した商品を販売した部分
（帳簿上の商品振り替え）→下図[チ]

※本・支店のいずれかが県外の所在する場合には，この欄ではなく，Ｍ欄に記入して下さい。

(2)卸売業者 …卸売業者へ商品を卸売した部分→下図[リ]

(3)小売業者 …小売業者へ商品を卸売した部分→下図[ヌ]

(4) 産業用使用者…商業者，建設業者，サービス業者，飲食店，官公庁等へ産業用
（業務用）として，商品を販売した部分→下図[ル]
事務用機器や陳列棚等，業務に必要な設備を商店等に販売した
場合もこれに含めます。

(5)一般消費者 …一般家庭や個人へ直接販売した部分→下図[ヲ]

「Ｍ．県外への販売額」，「Ｎ．国外への販売額」
「Ｋ．年間販売額」のうち，県外及び国外事業所へ販売した部分を割合（％）で記入して下さい。

なお，県内（Ｌ）・県外（Ｍ）・国外（Ｎ）を合算すると１００％になる点に御留意ください。

「Ｇ．期首手持額」 「Ｈ．期末手持額」

貴事業所が販売の目的で所有
している商品の

・年初における手持額 → Ｇ へ
・年末における手持額 → Ｈ へ

記入して下さい。

※単位：万円（単位未満は四捨五入）

「年間仕入額・販売額の税別」

可能な限り，調査票に記載する
金額は，消費税を抜いて（税抜きで）
記入して下さい。

税抜き額での把握が困難な場合
は，この欄の「消費税を含んでいる」
の項目に○を付けて下さい。

「調査票に記入した決算期等の期間」

この調査票は，可能な限り，平成
１７年（1/1～12/31）の１年間につい
て記入して下さい。

もし，当該期間での金額を把握
することが困難な場合には，最も
近い決算期等により記入して下さい。

「提出部数」

調査票の様式は３枚送付して
ありますが（①提出用・②控え用・
③予備用），提出するは，左上に
「提出用」と印字された１枚だけ
です。

「控え用」は事業所の控えとして
お手元にお持ち下さい。

※ 後日，提出していただいた
調査票の記載内容について，
照会することがありますので，
必ず控えを御取り下さい。

本店・支店
（作成者）

本店・支店
[ チ ]

卸売業者
[ リ ]

小売業者
[ ヌ ]

産業用使用者
[ ル ]

一般消費者
[ ヲ ]

１

４

５

１

３

２

「Ｄ．県内からの仕入」内訳（１）～（４）の考え方

本社・支社
[ イ ]

（作成者）

本社・支社
[ ロ ]

１

２

３

３

４

４
卸売・小売業者

[ ホ ]

直販所
[ ヘ ]

生産者
[ ハ ]

委託加工下請
[ ニ ]

一般家庭等
[ ト ]

４

茨 城 県 物 資 流 通 調 査

【 商 業 調 査 票 】
― 記 入 例 ―

本店・支店のいずれ
かが県外に所在す
る場合は，
「Ｍ県外への販売」
欄に記入

本社・支社のいず
れかが県外に所在
する場合は，
「Ｅ県外からの仕
入」欄に記入

「備考欄」

「１．商品の仕入額」
「２．商品の販売額」
共通です。

どちらについても，
付記する事項が
ある場合は記入して
下さい。

※調査対象年の
途中で，貴事業所
の社名変更や廃止
等があった場合も，
こちらに付記して
下さい。


